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宇土マリーナ

本来管理者：熊本県

約５０km

〇 対象とする災害

計画の概要

九州道路啓開計画の概要 （ １ ）

令和６年１月に発生した能登半島地震においては、人命救助やライフラインの早期復旧、孤立集落への交通確保のための道路啓開の重要性
が再認識された。これを踏まえ、令和７年に道路法を改正し、道路啓開計画が法定化された。
九州において、南海トラフ地震が発生した場合における緊急輸送の確保を図るため、道路法第22条の３に定める道路啓開計画を策定し、

関係機関との連携・協力により、九州圏域の道路啓開の実効性を向上させることを目的とする。

目的

• 九州圏域における最大規模の地震である「南海トラフ巨大地震」を対象
• 内閣府（中央防災会議）で指定した「防災対策推進地域」および「津波避難対策特別強化

地域」を対象に、九州東側沿岸部を中心とした震度6弱以上、津波浸水３ｍ以上の６県
９２市町村で道路啓開を実施

〇 道路啓開の目標、優先的に道路啓開を実施する路線・区間

〇 道路啓開の方法
• 本来道路管理者に代わって国が啓開する路線を設定（直轄啓開予定道路）

• なお、啓開作業を担う企業、団体を啓開路線毎に予め設定

種別 拠点の役割

●広域進出
 拠点

災害発生直後、直ちに広域応援部隊が被災地
方面に向かって移動する際の目標となる拠点

●進出拠点
広域支援ルートから被災地（活動拠点）に向け
た被災地進出を接続する防災拠点

●救助活動
 拠点

被災地（津波浸水域内等）の啓開の拠点とな
る防災拠点

表1 防災拠点

• 直轄啓開の発動条件は、九州圏域において、「県内の複数市町で震度6強以上を観測
する地震が発生した場合」または「県内で大津波警報が発表された場合」とする

• 「防災対策推進地域」において、防災拠点を設定（表１）
• 発災後72時間以内の道路啓開を目標とし優先的に啓開すべき路線・区間を設定（表２）
• 能登半島地震の教訓をふまえ、海路、空路でのアクセスルートも設定

• 啓開作業を担う企業、団体を啓開路線毎に予め設定

【熊本県】

路線設定
の考え方

広域支援ルートのうち広域進出拠点までの主軸とな
る区間として｢宇城市から天草空港にアクセスする
路線・区間」を設定

直轄啓開
予定道路

【県管理道路】（合計 約５０ｋｍ）

三角大矢野道路、国道266号、国道324号、
(主)本渡下田線、(主)本渡五和線、(主)本渡苓北線、
(一)本渡港線

代替路
【県管理道路】（合計 約５０ｋｍ）

国道266号

【大分県】

【鹿児島県】

表3 直轄啓開予定道路（熊本県 宇土半島・天草諸島）

表4 直轄啓開予定道路（大分県 国東半島）

表5 直轄啓開予定道路（鹿児島県 大隅半島）

本来管理者：大分県

約２４km

本来管理者：鹿児島県
約６km

本来管理者：熊本県

約５０km

〇 九州東進作戦
•甚大な被害が想定される九州の東側
沿岸（大分・宮崎・鹿児島）に向けて九州
西側・内陸から道路啓開を行う

•加えて九州西側の防災対策推進地域
についても道路啓開を実施

＜発動条件＞

本計画の被災エリアのうち、複数市町で震度6強以上を観測す
る地震が発生した場合、又は大津波警報が発表された場合

図1 九州東進作戦

・本文p1の南トラ地域図を下図とし、
東進＋西半島へ矢印の図へ更新

・煩雑に見えるので、どこかの県
（例えば、津波被災が大きい宮崎とか）

にしませんか？
※最終的には見栄えを見て判断しましょう。

凡例の拠点は、
広域進出、進出、
救助活動
に統一

・図に、凡例を
・図に代替路も

：エア・クッション艇の上陸候補箇所

：空港

：国道事務所

：県庁

：ヘリポート

：市町村役場等

:ステップ1（24時間以内）

:ステップ2（48時間以内）

:ステップ3（72時間以内）

24条特例承認区間

代替路

：広域進出拠点

：進出拠点

：救助活動拠点

凡例
：津波避難対策特別強化地域

：防災対策推進地域

本来管理者：大分県

約２４km

本来管理者：鹿児島県
約６km

図4 直轄啓開予定道路
（大分県 国東半島）

図3 直轄啓開予定道路
（熊本県 宇土半島・天草諸島）

図5 直轄啓開予定道路
（鹿児島県 大隅半島）

：海上輸送拠点
：輸送艦の積込候補箇所（国際拠点港湾）
：輸送艦の積込候補箇所（重要港湾）
：エア・クッション艇の上陸候補箇所

※：海上輸送拠点、輸送艦の積込候補箇所との重複

・下図OK
・矢印を東進作戦ベースに

国東半島の代替路
は、本文でも指摘
⇒本文待ち

すいません。元図に戻しましょう。

この凡例は不要

表現を北陸と同様
の表にする

表現を北陸と同様
の表にする

表現を北陸と同様
の表にする

路線名 区間

IC IC

266号
IC IC

324号
IC IC

324号
IC IC

324号
IC IC

324号
IC

308号接続

308号 324号接続 24号接続

24号 308号接続 44号交差

44号 24
47号交差

47号 44
334号交差

路線名 区間

213号
杵築ＩＣ

一）404号
杵築ＩＣ

213号

路線名 区間

路線設定
の考え方

広域支援ルートのうち広域進出拠点までの主軸とな
る区間として｢日出町から大分空港にアクセスする
路線・区間」を設定

直轄啓開
予定道路

【県管理道路】（合計 約２４ｋｍ）

国道213号、(一)糸原杵築線

代替路
【県管理道路】（合計 約６２ｋｍ）

国道213号

路線設定
の考え方

広域支援ルートのうち救助活動拠点までの主軸とな
る区間として｢鹿屋市串良町から肝付町役場にアク
セスする路線・区間」を設定

直轄啓開
予定道路

【県管理道路】（合計 約６ｋｍ）

(主)鹿屋高山串良線、(一)岸良高山線

代替路
【県管理道路】（合計 約１３ｋｍ）

(主)鹿屋吾平佐多線、(主)鹿屋高山串良線、(一)
岸良高山線

三角港

上天草市役所

天草市役所

天草空港

上天草総合病院

天草中央総合病院

苓北町役場
上天草さんぱーる

有明

宮地岳かかしの里

000

大分空港

国東市役所

くにさき

くにみ

臼野港

豊後高田市役所

宇佐市役所

杵築市役所

日出市役所

志布志市役所

大崎町役場

肝付町役場
鹿屋市役所

垂水市役所

錦江町役場
南大隅町役場

指宿市役所

根占

錦江にしきの里

24条特例承認区間

直轄管理区間

代替路

・凡例に直轄区間を追加
（北陸参照）

北陸参照
・路線番号追加
・起終点の拠点追加
（点と旗揚げ）

北陸参照
・路線番号追加
・起終点の拠点追加
（点と旗揚げ）

北陸参照
・路線番号追加
・起終点の拠点追加
（点と旗揚げ）

本来管理者：熊本県
約５０km

本来管理者：大分県
約２４km

本来管理者：鹿児島県
約６km

図4 直轄啓開予定道路
（大分県 国東半島）

図3 直轄啓開予定道路
（熊本県 宇土半島・天草諸島）

図5 直轄啓開予定道路
（鹿児島県 大隅半島）

本来管理者に代わって国が
啓開する路線・区間
（直轄啓開予定道路）

直轄管理区間

代替路

天草空港

大分空港

日出市役所

三角港
上天草市

天草市

苓北町

直轄管理区間

直轄管理区間

国東市

豊後高田市

杵築市

日出町

宇佐市

肝付町役場

志布志市

大崎町

垂水市

鹿屋市

錦江町

南大隅町

肝付町

種別 ルートの役割・機能 道路啓開目標

ステップ1

━ 広域支援ルート
各部隊等の広域的な移動するための

ルート

発災から概ね
24時間以内

ステップ2

━ 被災地進出ルート
被災地内の活動に向けて、広域移動

ルートと防災拠点を連絡するルート

発災から概ね
48時間以内

ステップ3

━ 被災地内ルート
甚大な地震・津波被害等が想定され

る地域内のルート

発災から概ね
72時間以内

表2 優先的に啓開する路線

図2 優先的に道路啓開を実施する路線・区間

：エア・クッション艇の上陸候補箇所

・図内の直轄啓開路線と
代替路の線幅をもう少し
太く
・代替路の線色をもう少し
濃く・図内の直轄啓開路線と

代替路の線幅をもう少し
太く
・代替路の線色をもう少し
濃く

・図内の直轄啓開路線と
代替路の線幅をもう少し
太く
・代替路の線色をもう少し
濃く

・凡例の線幅も当方で
修正済みです。

・左図の太矢印を参考に細
赤線を太赤線に修正

・ルート色について、青⇒赤
というルート設定になってい
るところは確認し修正

帯の数字を微修正済

北九州港

苅田港

中津港

佐伯港

細島港八代港

川内港

鹿児島港

志布志港

油津港

長崎港

伊万里港

唐津港
博多港

長崎鼻リ
ゾート

キャンプ場・
海水浴場 くにみ

海浜公園

黒津先海岸

重藤海岸、
内田龍神
海水浴場

奈多海岸

長浜海岸

富田浜

砂浜（佐土原町下田）

木崎浜

大堂津海水浴場

菱田浜

内之浦町岸良海岸

津久見港

内海港

宮崎港

別府港
大分港

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

鹿児島県

宮崎県

大分県

佐世保港

細線に修正してください

どちらか１つを
細線に修正してください

資料１



天草市苓北町

上天草市

宇土市

宇城市

熊本市

熊本県

天草空港

宇土市役所

天草市役所

三角港

不知火

天草市役所牛深支所

苓北町役場

上天草市役所

天草中央総合病院

上天草総合病院

国土地理院の地図で「○○半島」と記載のある半島のうち、

下記①～③の条件を満たす半島

① 地震・津波の被害を受ける（震度６弱以上or津波3ｍ以上）
・千島海溝地震、日本海溝地震：地震防災対策推進地域、津波特別強化地域

・首都直下地震：緊急対策区域

・南海トラフ地震：地震防災対策推進地域、津波特別強化地域

・東日本大震災、能登半島地震、沖縄本島南島沖地震３連動

 ：過去の実績や被害想定

② 県の地域防災計画等に位置付けられる広域進出拠点※が存在

※災害発生直後、直ちに広域応援部隊が被災地方面に向かって移動する際の

  一次的な目標となる拠点であって、各施設管理者の協力にて設定するもの

③ 広域進出拠点への主要なアクセスが県管理道路となる
・直轄国道で広域進出拠点に到達できない

※県が啓開する場合は除く

直轄啓開予定道路を設定する半島

直轄啓開予定道路のイメージ

宇土半島・天草諸島の直轄啓開予定道路

 
 ＳＴＥＰ１：24時間以内
 ＳＴＥＰ２：48時間以内
 ＳＴＥＰ３：72時間以内
 直轄管理区間
 広域進出拠点
 進出拠点
 救助活動拠点
 地震防災対策推進地域

津波浸水範囲・高さ

代替路

○直轄管理区間～天草空港を結ぶ区間
（約 ４７km）

＜凡例＞

直轄啓開予定道路

広
域
支
援
ル
ー
ト
（24
時
間
以
内
啓
開
目

標
）

直
轄
啓
開
予
定
道
路
を

事
前
設
定

直
轄
国
道

地
方
管
理
道
路

被災エリア

道
路
啓
開
計
画
で
定
め
る

被災地進出ルート

代
替
路

（48時間以内啓開目標）

広域進出拠点

凡 例

進出拠点

救助活動拠点

広域支援ルート

被災地進出ルート
被災地内ルート

広域支援ルート

広
域
支
援
ル
ー
ト
（24
時
間
以
内
啓
開
目
標
）

直
轄
啓
開
予
定
道
路
を

事
前
設
定

直
轄
国
道

地
方
管
理
道
路

被災エリア

道
路
啓
開
計
画
で
定
め
る

被災地進出ルート

代
替
路

（48時間以内啓開目標）

広域進出拠点

凡 例

進出拠点

救助活動拠点

広域支援ルート

被災地進出ルート
被災地内ルート

広域支援ルート

本来管理者：熊本県

約１５km

本来管理者：熊本県道路公社

約５km

本来管理者：熊本県

約３０km

天草市役所牛深支所

苓北町役場

天草中央総合病院

【直轄】（地高）熊本天草幹線道路
一般国道57号 宇土三角道路

【直轄】（地高）熊本天草幹線道路
一般国道57号 宇土道路

【直轄】（地高）熊本天草幹線道路
一般国道57号 熊本宇土道路

【補助】
（地高）熊本天草幹線道路
一般国道324号 本渡道路Ⅱ期

【補助】
（地高）熊本天草幹線道路
一般国道266号 大矢野道路

【直轄】
（地高）熊本天草幹線道路
一般国道57号 熊本宇土道路

                                宇土道路
                                宇土三角道路

【補助】（地高）
 熊本天草幹線道路

【補助】（地高）
 熊本天草幹線道路

【直轄】（地高）
熊本天草幹線道路

電柱倒壊リスク

落橋リスク 
 ＳＴＥＰ１：24時間以内
 ＳＴＥＰ２：48時間以内
 ＳＴＥＰ３：72時間以内
 直轄管理区間
 広域進出拠点
 進出拠点
 救助活動拠点
 地震防災対策推進地域

津波浸水範囲・高さ

代替路

＜凡例＞

直轄啓開予定道路

電柱倒壊リスク盛土･法面崩壊リスク

落橋リスク
橋梁応急復旧長期化リスク

ＳＴＥＰ１：24時間以内
ＳＴＥＰ２：48時間以内
ＳＴＥＰ３：72時間以内
直轄管理区間
広域進出拠点
進出拠点
救助活動拠点
地震防災対策推進地域

津波浸水範囲・高さ

代替路

＜凡例＞

直轄啓開予定道路

電柱倒壊リスク盛土･法面崩壊リスク

落橋リスク
橋梁応急復旧長期化リスク

天草市

苓北町

上天草市

宇土市

宇城市

熊本市

熊本県

天草空港

宇土市役所

天草市役所

三角港

不知火

天草市役所牛深支所

苓北町役場

上天草市役所

天草中央総合病院

上天草総合病院

宇土半島・天草諸島における直轄啓開予定道路
う と あ ま く さ

計画の概要



土・砂類 63,650m³

土のう 29,602袋

敷き鉄板 587枚

レッカー車 84台

トラック 148台

ユニック車 40台

バックホウ 144台

必要資機材量被災分類 算出概要 被災量

【津波浸水想定区域】

道路啓開延長×早期啓開幅3.0m×堆積高2.5cm

【市街地内エリア内（DID地区含む）】

市町村別災害廃棄物発生量×市町村別可住地面積×啓開道路面積

＜津波浸水区域に囲まれた地域を対象＞

道路啓開延長×交通密度（台/km）
放置車両等 1,063台

津波堆積物 13,130㎥

沿道施設倒壊 3,811t

63箇所道路啓開延長×震度別道路被害率
段差・亀裂、斜
面崩落、盛土崩

壊（箇所）

計画の概要

九州道路啓開計画の概要 （ ２ ）

• 被害想定を踏まえ、優先的に啓開を行う路線・
区間における必要資機材量、それに対する備蓄
量を整理

• 災害協定による資機材も加えることで、必要な
資機材を確保できることを確認

※簡易的な道路復旧に有効な常温合材についても
備蓄量を設定

※災害復旧等に必要なアスファルトプラント等の
位置を図示

〇 資機材の備蓄・調達

• 道路啓開の実効性を高めるため、道路管理者のほか、警察、消防、自衛隊、建設
関連団体、ライフライン事業者、医療関係、技術系ＮＰＯ等が参加する実践的な
訓練を実施

• 下記、訓練メニューを適宜組み合わせて、年１回以上を実施する年次計画を策定

〇 実践的な訓練
• 道路啓開、孤立、ライフライン等の各種情報の収集・伝達に関する体制を構築

〇 情報収集・伝達

表6 必要資機材の算定 備
蓄
量
と
比
較

図7 関係機関との情報伝達・体制系統図

• Teamsやメール、電話、FAXでの伝達を基本とし、発災後の通信状況により衛星通信車
やスターリンク等の民間衛星回線を活用した通信手段を導入・活用

表7 訓練メニュー

1．初動対応訓練
・孤立情報の収集と優先啓開ルート検討
・ライフラインの被災状況を踏まえた優先啓開ルート検討 
・衛星画像、ドローン、自転車等を活用した被災地調査

2．資機材搬入
道路啓開訓練

・災害協定企業等関係者が連携した土砂・がれき・倒木の撤去訓練 
・空路・海路を活用した重機搬入・被災地アクセス訓練 
・自衛隊と連携した土砂・がれき撤去訓練 
・電力会社と連携した電柱等撤去訓練 
・放置車両等の移動訓練 

3．連絡体制確認訓練
・関係機関との被災状況、道路啓開情報の情報伝達訓練 
・24条承認の特例の実施に関する連絡調整 

4．通信手段確保

デジタル活用訓練
・通信手段途絶状態における通信手段確保訓練（スターリンク等） 
・災害情報共有システム等を活用した情報共有訓練 

図6 九州地方整備局等の防災実動訓練

ホイールローダーによる車両移動

遠隔操作によるガレキ等撤去

占用者（電力会社）によるケーブル敷設

備蓄量
道路管理者＋協定業団体

189,121m³

285,860袋

16,914枚

93台

31885台

912台

6164台

• マイクロ回線の活用や、災害時に対応可能な衛星携帯を使用

• 能登半島地震では発災直後、公衆通信網が途絶したが、衛星通信車やスターリン
ク等の民間衛星回線を活用し通信手段を確保したことから、災害に強い通信手段
を導入・活用

必要量確保

医療関係

各県福祉部局

道路啓開情報共有
道路啓開の要請

道路啓開情報共有
現地状況の共有

技術係NPO

JVOADなど 各活動団体

「九州道路啓開協議会」
構成員

道路管理者

道路啓開情報の共有・要請、孤立情報の共有

連携
リエゾン 九州防衛局 管区警察局

自衛隊 県警察 消防

救命・救助等

組織毎の命令系統で活動を実施

協定に基づく要請・協力
各道路管理者から関係団体に個々に依頼

業界団体

各県建設業協会 日本建設業連合会

日本道路建設業協会

連携

連携 連携

報告
指示

公共交通

九州運輸局
災害対策本部

港湾関係

整備局
災対本部
(港湾空港班)

ライフライン関係者

NEXCO
西日本

指示 報告

道路啓開
広域支援
(各事務所等)

整備局
災対本部

指示 報告

道路啓開
(各事務所等)

県
災対本部

道路啓開
(各事務所等)

九州各県、北九州
市・福岡市・熊本市、
福岡北九州高速道路
公社、各県道路公社

指示 報告

道路啓開・広域支援
(各事務所等)

連携

報告共有
連携

報告共有
連携

共有
連携

共有
連携

交通規制関係は、各道路管理者と連携

各種調整会議等を通じて
道路啓開情報の共有・要請

日本自動車連盟 災害支援プラットフォーム

建設コンサルタンツ協会

九州・沖縄
「道の駅」連絡会

NTT西日本

NTTドコモ

ソフトバンク

KDDI

楽天モバイル

QTnet
下水道関係部局

日本水道協会
九州支部

九州電力

電力

通信水道

西部ガス

ガス

全国測量設計業
協会連合会



図8 高規格幹線道路等の開通状況とミッシングリンク
出典：九州地方整備局「九州地方 新広域道路交通ビジョン」（R3.7）を一部時点更新

計画の概要

九州道路啓開計画の概要 （ ３ ）

• 計画策定は、道路管理者および関係機関で議論のうえ作成

• 策定後は、被災想定の見直しや災害対応の教訓等を踏まえ、定期的(５年に１回)に
計画を見直す

〇 啓開計画の策定と見直し

• 優先啓開路線について、浸水想定区域、無電柱化の未整備区間、落橋
のおそれ、盛土・法面の崩壊リスク等を地図上に整理し、可視化

リスク
道路ネットワークの課題

、代替路を検討

、代替路を検討
、空路を活用した

、

図10 高規格幹線道路等の開通状況とミッシングリンク

出典：九州地方整備局「九州地方 新広域道路交通ビジョン」（R3.7月）

表8 「道の駅」の防災機能

No. 拠点区分 拠点名

機能要件

① ② ③ ④

防災拠点
自動車
駐車場

駐車
スペース
2,500㎡
以上

非常用
電源

防災
トイレ

○ ○ ○

○

NiQLL ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

 北川はゆま ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

〇 優先啓開ルート上のリスクの整理と迂回路の設定

• 九州圏域は、急峻な地形、半島構造、多
数の離島といった地理的制約を保有

• 都市部への交通集中による混雑、ミッ
シングリンクの残置、暫定2車線区間の
存在など、構造的な課題が残存

• 道路寸断リスクや道路構造物の老朽化
等により、災害時における道路ネット
ワーク機能の確保が一層重要な課題

• 大規模かつ広域的な自然災害に備え、
九州の広域防災拠点の確 保や圏域を
超えた支援体制の強化が必要である。
その上で、南海トラフ巨大地震で想定
される緊急輸送ルート及びその代替
ルートを早急に確保し、輸送モード間の
連携を図ることが重要

• 広域的な移動ルート・サブ ルート上に 
は幅員狭小区間なども存在しているこ
とから、災害に強い道路ネッ トワー ク
を構築 することで、災害時の輸送ルー
ト・代替ルートの確保を図る

図10 九州東進作戦を実行する一般道路の車線幅員

出典：九州地方整備局「九州地方新広域道路交通ビジョン」R3年7月

：津波想定区域

：橋梁の落橋

:橋梁の応急復旧の長期化

:盛土・法面の崩壊

:倒壊電柱による道路閉塞

:沿道建物の倒壊

:液状化

表不要

この凡例不要

・煩雑に見えるので、どこかの県
（例えば、津波被災が大きい宮崎とか）

にしませんか？
※最終的には見栄えを見て判断しましょう。

広域進出拠点として設定する道の駅

防災道の駅

防災拠点自動車駐車場

凡例大きくクリアに

本州と九州の連携

半島部の脆弱性

半島部の脆弱性

沿岸部
の脆弱性

東西の横断軸
のリダンダン
シー

:広域進出拠点として設定する道の駅

:防災道の駅

:防災拠点自動車駐車場

ステップ1（24

ステップ2（48

ステップ3（72

 
を回避する迂回ルート

:原子力災害時における基本的避難ルート
（啓開ルートと合致していないルート）

:原子力災害時における基本的避難ルート
（啓開ルートと合致しているルート）

：広域進出拠点
：進出拠点
：救助活動拠点

：空港

：国道事務所

：県庁

：ヘリポート

：市町村役場等

:ステップ1（24時間以内）

:ステップ2（48時間以内）

:ステップ3（72時間以内）

図9 道路啓開ルートのリスク箇所（宮崎県）

：道の駅

：防災道の駅

：防災拠点自動車駐車場（道の駅）

：拠点とする道の駅

：拠点とする道の駅（予定）

道の駅名

道の駅名

図９ 道路計画ルートのリスク箇所（○○県）

削除：ICT・AI等を活用した道路運用の高度化等を含む
追加：本州からのアクセス強化など、

： 道の駅

： 防災道の駅

： 防災拠点自動車駐車場（道の駅）

： 拠点とする道の駅

： 拠点とする道の駅（予定）

道の駅名

道の駅名

リスク
道路ネットワークの課題

(道路啓開作業への影響）

前進不可、代替路を検討

前進不可、代替路を検討、海路・空路を活用したアクセス
中長期的には仮橋設置

啓開作業の遅延、代替路を検討

PAZ
5km

UPZ
30km

（主）宮之城
加治木線等

川薩グリーンロード

国道267号等

国道328号等

(主)川内加治木線等

（主）鹿児島蒲生線等
県道395号等

（一）小山田川田蒲生線等

（主）永吉入佐鹿児島線等

（主）串木野樋脇線等

(主)牧園薩摩線等

（主）川内郡山線等

川内原子力
発電所

PAZ、UPZを追記

・ミッシング矢印は高規格調査中全て入れる
・文章に、東進・半島作戦のアクセスに課題が
ある旨を記載

• 災害時の道の駅の迅速な活用及び機能強化
に向けて

➢ 各道の駅を地図上に整理し、防災機能の現状等
を整理

➢ 広域進出拠点として「道の駅ゆふいん」「道の駅
おおの」「道の駅都城NiQLL」を位置付け

➢ 今後新たに進出拠点として 「道の駅錦」「道の
駅あさじ」「道の駅北川はゆま」「道の駅たるみ
ずはまびら」等、位置付けることを見据え、防
災機能強化に取組む方針

図9 啓開優先ルートと原発に係る基本的な避難ルート

〇 道路ネットワークの課題

〇 複合災害への備え

南海トラフ地震を想定した東進作戦の実行
には、九州の道路ネットワークにいくつかの
課題

• 九州中央部は急峻な山地が連続し、東西
横断軸のミッシングリンクが残存

• 宮崎、鹿児島など東側沿岸部では、土砂
災害発生件数が全国上位で津波浸水も想
定され、道路の脆弱性が課題

• 九州は半島振興地域が多く、特に薩摩・大
隅・天草・島原では道路ネットワークが脆
弱で、災害支援等への支障が懸念

• 大規模地震時に本州からの支援ルートと
なる下関～北九州間も、ネットワークの脆
弱性が課題。このため、緊急輸送ルート及
び代替ルートの確保、本州からの広域的
な被災地へのアクセス強化が必要

■他の自然災害との複合災害

■原子力災害との複合災害

表9 リスクの種類・道路啓開への影響

E10（宮崎自動車道）
において盛土・法面
の崩壊の恐れがある
ため迂回路として国
道268号を設定

道の駅ゆふいん

道の駅おおの

道の駅錦

道の駅たるみずはまびら

道の駅北川はゆま

道の駅あさじ

道の駅都城NiQLL

道の駅川辺やすらぎの郷

道の駅いぶすき

道の駅すえよし

道の駅阿久根

道の駅たのうら

道の駅宇土マリーナ

道の駅うき

道の駅阿蘇

道の駅豊前おこしかけ道の駅うきは

道の駅みやま

道の駅鹿島

道の駅
させぼっくす９９

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

鹿児島県

宮崎県

大分県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

鹿児島県

宮崎県

大分県

道の駅ゆふいん

道の駅おおの

道の駅錦

道の駅たるみずはまびら

道の駅北川はゆま

道の駅あさじ

道の駅都城NiQLL

道の駅川辺やすらぎの郷

道の駅いぶすき

道の駅すえよし

道の駅阿久根

道の駅たのうら

道の駅宇土マリーナ

道の駅うき

道の駅阿蘇

道の駅豊前おこしかけ道の駅うきは

道の駅みやま

道の駅鹿島

道の駅
させぼっくす９９

凡 例

 ： 道の駅 ：防災道の駅

 ： 防災拠点自動車駐車場（道の駅）

： 広域進出拠点の道の駅

： 進出拠点の道の駅

道の駅名

道の駅名

： 道の駅

： 防災道の駅

： 防災拠点自動車駐車場（道の駅）

： 広域進出拠点の道の駅

： 進出拠点の道の駅

：拠点とする道の駅（予定）

道の駅名

道の駅名

道の駅名

下図と凡例を北陸計画に合
わせる

・「（事例）」の文章を修正
×「落橋」 ⇒ ○「盛土・法面の崩落
のおそれ」

• 災害時の「道の駅」の迅速な活用と防災機能の強
化に向け、各道の駅の位置や防災機能の現状を
地図上で整理

• このうち、東進作戦の道路啓開ルート上の道の
駅について、

➢ 広域拠点として１０箇所位置づけ（「道の駅ゆふ
いん」「道の駅おおの」「道の駅都城NiQLL」等）

➢ 進出拠点として１０箇所位置づけ（「道の駅あさ
じ」 「道の駅阿蘇」 「道の駅錦」等 ） 〇 道の駅の活用

➢ また「道の駅錦」等
について、防災拠点
自動車駐車場への
位置づけ予定、他の
道の駅についても
防災機能の強化に
取り組む方針

図8 発災後の道路啓開時に活用可能な「道の駅」

（国道268号経由）

図9 道路啓開ルートのリスク箇所の例（宮崎県南部）

（E１０宮崎自動車道）

えびのIC

宮崎県庁

凡例
過去に被災し、対策完了済であるが、土砂災害警戒区域となっている箇所

広域支援ルート

迂回路の設定

えびのJCT

迂回路

国道268号 国道10号国道221号

• 広域支援ルート上の主要な「道の駅」のうち、広域進出拠点として１１箇所
を位置づけて活用

• 進出拠点ルート上の主要な「道の駅」のうち、進出拠点として１０箇所を
位置づけて活用

登録内容 道の駅数
（１０駅中）

防災道の駅、防災拠点自動車駐車場 両方指定 ６駅

防災道の駅のみ指定 ６駅

防災拠点自動車駐車場のみ指定 ３駅

いずれも未指定（今後、防災拠点自動車駐車場
の指定予定）

１駅

拠点

６駅 １駅

指定 ６駅 １駅

指定 ３駅 ８駅

１駅 １駅
（「錦」）

表8 道路啓開計画において活用する道の駅

• 災害時の「道の駅」の迅速な活用と防災機能の強化に向け、各「道の駅」の
位置や防災機能の現状を地図上で整理

凡 例

 ： 道の駅 ：防災道の駅

 ： 防災拠点自動車駐車場（道の駅）

道の駅名

道の駅名

： 広域進出拠点の道の駅

： 進出拠点の道の駅

• 例えば、落橋や盛土崩落のおそれがある箇所については、あらかじめ
迂回路を設定

• 南海トラフ地震を想定した東進作戦の
実行には、九州の道路ネットワークにい
くつかの課題

• 九州中央部は急峻な山地が連続し、東
西横断軸のミッシングリンクが残存

• 宮崎、鹿児島など東側沿岸部では、土
砂災害発生件数が全国上位で津波浸
水も想定され、道路の脆弱性が課題

• 九州は半島振興地域が多く、特に薩
摩・大隅・天草・島原では道路ネット
ワークが脆弱で、災害支援等への支障
が懸念

• 大規模地震時に本州からの支援ルート
となる下関～北九州間も、ネットワーク
の脆弱性が課題。このため、緊急輸送
ルート及び代替ルートの確保、本州か
らの広域的な被災地へのアクセス強化
が必要

• 地震・津波発生後に大雨や火

山降灰が加わる被災シナリオ

を設定

• シナリオに基づく各種リスクを

図示し関係者間で共有

• 川内原発避難ルートと道路啓

開ルートの関係を確認

• 複合災害発生時は、関係機関

と連携し、避難ルートについて

も道路の被災状況を速やかに

把握した上で、道路啓開を実施

例） ○福岡県うきは市 道の駅「うきは」○△

○長崎県佐世保市 道の駅「させぼっくす99」○△

○熊本県宇土市  道の駅「宇土マリーナ」△

○大分県由布市  道の駅「ゆふいん」○△

○宮崎県延岡市  道の駅「北川はゆま」○△

○鹿児島県垂水市 道の駅「たるみずはまびら」○△

例） ○佐賀県鹿島市   道の駅「鹿島」△

○熊本県球磨郡錦町  道の駅「錦」○

○大分県豊後大野市  道の駅「あさじ」○△

○鹿児島県指宿市   道の駅「いぶすき」△

宮崎県延岡市 道の駅「北川はゆま」熊本県宇土市 道の駅「宇土マリーナ」

広域支援ルート

被災地進出ルート

被災地内ルート

基本的避難ルート

PAZ
5km

UPZ
30km

川薩グリーンロード

国道328号等

(主)川内加治木線等

（主）鹿児島蒲生線等
県道395号等

（一）小山田川田蒲生線等

（主）永吉入佐鹿児島線等

（主）串木野樋脇線等

(主)牧園薩摩線等

（主）川内郡山線等

川内原子力
発電所

国道267号等

（主）宮之城
加治木線等

等

等

○：防災道の駅に指定

△：防災拠点自動車駐車場に指定

加筆したので、選定・指定など、
再度チェック願います。

確認されましたら、黒字にして、
ご報告ください

• 広域支援ルート上の主要な「道の駅」のうち、広域進出拠点として１１箇所
を位置づけて活用

• 進出拠点ルート上の主要な「道の駅」のうち、進出拠点として１０箇所を
位置づけて活用

例） ○福岡県うきは市 道の駅「うきは」
●▲

○長崎県佐世保市 道の駅「させぼっくす99」
●▲

○熊本県宇土市  道の駅「宇土マリーナ」
▲

○大分県由布市  道の駅「ゆふいん」
●▲

○宮崎県延岡市  道の駅「北川はゆま」
●▲

○鹿児島県垂水市 道の駅「たるみずはまびら」
●▲

例） ○佐賀県鹿島市   道の駅「鹿島」
▲

○熊本県球磨郡錦町  道の駅「錦」
●

○大分県豊後大野市  道の駅「あさじ」
●▲

○鹿児島県指宿市   道の駅「いぶすき」
▲

等

等

●：防災道の駅
▲：防災拠点自動車駐車場
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